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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第23期
第３四半期
連結累計期間

第24期
第３四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自　平成27年11月１日
至　平成28年７月31日

自　平成28年11月１日
至　平成29年７月31日

自　平成27年11月１日
至　平成28年10月31日

売上高 (千円) 16,654,211 18,556,755 22,568,008

経常利益 (千円) 79,060 443,459 281,860

親会社株主に帰属する
四半期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

(千円) 39,021 631,643 △230,701

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 291,076 480,103 196,292

純資産額 (千円) 3,305,812 3,437,920 3,172,144

総資産額 (千円) 20,307,378 24,457,849 20,793,749

１株当たり四半期
純利益金額
又は当期純損失金額
（△）

(円) 16.81 278.85 △99.72

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.3 14.0 15.3
 

 

回次
第23期
第３四半期
連結会計期間

第24期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年５月１日
至　平成28年７月31日

自　平成29年５月１日
至　平成29年７月31日

１株当たり四半期
純利益

(円) 37.30 85.31
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

     ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ３ 第23期第３四半期連結累計期間及び第24期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第23期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

　(在宅系介護事業)

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

　(施設系介護事業)

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

　(その他)

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、就労移行支援型事業を開始

するため、株式会社かがやく学び舎を設立しました。これに伴い、当社の関係会社は、子会社が１社増加しまし

た。

　これは、障がい者の方が、健常者の方と同じよう無理なく一緒に働けるように、就労に必要な知識や能力の向上

に必要な訓練、就労に関する相談や支援を行うためのものであります。この結果、平成29年７月31日現在では、当

社グループは、当社、子会社８社及び関連会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益を中心に改善傾向が継続しており、こうした好調

な企業収益を、設備投資や賃上げ等につなげ、経済に更なる好循環をもたらすことが期待されます。また、海外

経済に目を向けると、米国においては新政権における政策の方向性とその影響に引き続き注視を要するものの、

景気は着実に力強さを取り戻しており、中国をはじめとするアジア新興国の景気については、依然として下振れ

リスクを残しながらも、当面は持ち直しの動きが続くと見込まれるなど、景気の先行きにつきましては、一部に

懸念材料は見られるものの、回復基調が継続するものと予想されます。

こうした環境の下、介護業界におきましては、高齢化率が年々上昇し、介護サービスの需要が益々高まりつつ

ありますが、介護従事者については、有効求人倍率が高い数値で推移しており、人財の確保が経営上の最重要課

題となっております。その対応策の一つとして、平成27年度介護保険法改正が施行され、同年４月より介護職員

の処遇改善のための財源が増額されました。また、本年４月より更なる処遇改善のための施策が実施されており

ますが、介護報酬全体としては大幅に引き下げられた状況であり、厳しい経営環境となりました。

このような状況の下、当社グループは、ご利用者に品質の高いサービスを提供するため、介護職員の処遇改善

および研修体制の充実に努めるとともに、独自に創設した「誰伸び人事制度」の更なる充実に加え、前連結会計

年度に社内求職者紹介制度を新たに設け、当該制度を活用することにより雇用の安定に努めてまいりました。そ

の一方で、介護職員処遇改善加算については、前連結会計年度まで賞与として還元していた部分を当第３四半期

連結累計期間より、毎月の給与に上乗せして還元することに改めるとともに、本年４月よりの増額分についても

処遇改善に資する還元策を導入いたしました。加えて、今般の改正を契機とし非介護職についても新たに処遇改

善策を導入するなど、介護職のみならず全ての従業員に対し更なる処遇改善を図ることで、必要な人財の確保に

努めてまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は185億56百万円（前年同期比11.4％増）、営業利益６億２

百万円（前年同期比248.9％増）、経常利益４億43百万円（前年同期比460.9％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は、投資有価証券売却益を計上したこともあり６億31百万円（前年同期は39百万円の親会社株主に帰属

する四半期純利益）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。なおセグメント別の各金額は、セグメント間取引等相殺消去前

の金額によっております。

①在宅系介護事業

当事業におきましては、新規事業所のリーダーとなる人財の育成が継続的に可能となりましたが、環境の変化

もあり慎重な出店を計画しており、当第３四半期連結累計期間において、東京都に１拠点、神奈川県に２拠点、

埼玉県に１拠点の計４拠点出店いたしました。また、平成28年10月より社会保険の加入対象が拡大したことに加

え、非常勤ヘルパーに対して処遇改善策を実施したこと等により、当事業の人件費負担が増加いたしました。そ

の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は65億79百万円（前年同期比5.0％増）、セグメント利益は10億13百

万円（同3.4％減）となりました。

②施設系介護事業
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当事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において、大阪府に４施設、東京都に２施設、愛知県に１

施設、京都府に６施設、兵庫県に３施設、広島県に１施設の計17施設をオープンいたしました。また、当第３四

半期連結累計期間および前連結会計年度後半に開設した施設を満床にするため積極的な営業展開を図ったことが

奏功し、当事業の業績は改善傾向にあります。その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は96億21百万円

（前年同期比19.8％増）、セグメント利益は２億62百万円（前年同期比577.1％増）となりました。今後も引き続

き入居者獲得に注力し、収益改善に取組んでまいります。　

③その他

その他の事業におきましては、連結子会社である株式会社ＥＥ２１では、前連結会計年度に不採算拠点の一部

を閉鎖する等、収益性の向上に努めてまいりましたが、企業収益や雇用情勢の改善などにより、依然として介護

資格取得講座を受講する生徒数に伸び悩みが見られました。その一方で、ご利用者の安心・安全・利便・生きが

いを提供するため、障がい児通所支援サービス、福祉用具関連サービス、訪問看護サービス、給食事業等におい

て積極的な営業展開を図り、売上伸長に注力いたしました。その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は30

億18百万円（前年同期比4.4％増）、セグメント利益は１億15百万円（前年同期比158.5％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ３億７百万円増加し、57億４百万円とな

りました。これは主として、売掛金の増加３億85百万円および現金及び預金の減少64百万円によるものでありま

す。固定資産は前連結会計年度末に比べ33億56百万円増加し、187億53百万円となりました。これは主として、新

規出店に伴うリース資産の増加31億67百万円、差入保証金の増加２億19百万円および投資有価証券の減少99百万

円によるものであります。この結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ36億64百万円増加し、244億57百万円と

なりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べ２億78百万円増加し、56億66百万円とな

りました。これは主として、短期借入金の増加３億30百万円、未払金の増加１億58百万円、リース債務の増加１

億８百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加46百万円、および賞与引当金の減少４億２百万円によるもので

あります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ31億19百万円増加し、153億53百万円となりました。これは主と

して、リース債務の増加30億88百万円によるものであります。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ33

億98百万円増加し、210億19百万円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億65百万円増加し、34億37百万円と

なりました。これは主として、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上および配当金の支払いによる利益剰余

金の増加４億94百万円、自己株式の取得による自己株式の増加82百万円並びにその他有価証券評価差額金の減少

１億51百万円等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,696,000

計 8,696,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,474,000 2,474,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　　100株

計 2,474,000 2,474,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年５月１日～
平成29年７月31日

― 2,474,000 ― 100,000 ― 463,365
 

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成29年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 　216,400
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,257,300 22,573 ―

単元未満株式 普通株式　    300 ― ―

発行済株式総数 2,474,000 ― ―

総株主の議決権 ― 22,573 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ケア２１

大阪府大阪市北区堂島
2-2-2

216,400 ― 216,400 8.75

計 ― 216,400 ― 216,400 8.75
 

 

２ 【役員の状況】

（役職の異動）

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

依　田　　　雅 常務取締役経営企画室長 取締役経営企画室長 平成29年３月１日

遠　藤　昭　夫 常務取締役経理部長 取締役経理部長 平成29年３月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年５月１日から平成

29年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年11月１日から平成29年７月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,337,321 1,272,740

  売掛金 3,308,293 3,694,166

  商品 55,195 37,896

  原材料及び貯蔵品 9,726 19,634

  その他 692,991 694,785

  貸倒引当金 △6,980 △15,092

  流動資産合計 5,396,549 5,704,131

 固定資産   

  有形固定資産   

   リース資産（純額） 10,464,872 13,632,138

   その他（純額） 639,954 693,274

   有形固定資産合計 11,104,827 14,325,413

  無形固定資産 189,720 207,947

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,204,946 2,105,293

   差入保証金 1,657,844 1,877,386

   その他 240,601 238,417

   貸倒引当金 △740 △740

   投資その他の資産合計 4,102,651 4,220,357

  固定資産合計 15,397,199 18,753,718

 資産合計 20,793,749 24,457,849

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 138,802 113,710

  短期借入金 1,150,000 1,480,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,013,062 1,059,662

  未払金 1,498,682 1,657,480

  未払法人税等 170,005 206,071

  賞与引当金 599,654 196,938

  リース債務 501,797 610,132

  資産除去債務 15,197 ―

  その他 300,394 342,476

  流動負債合計 5,387,597 5,666,472

 固定負債   

  長期借入金 816,394 761,938

  リース債務 10,516,214 13,604,411

  資産除去債務 173,696 207,250

  その他 727,701 779,857

  固定負債合計 12,234,006 15,353,456

 負債合計 17,621,604 21,019,929
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年７月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 633,365 100,000

  資本剰余金 463,365 996,730

  利益剰余金 929,765 1,424,092

  自己株式 △375,435 △457,447

  株主資本合計 1,651,059 2,063,375

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,521,084 1,369,704

  その他の包括利益累計額合計 1,521,084 1,369,704

 非支配株主持分 ― 4,840

 純資産合計 3,172,144 3,437,920

負債純資産合計 20,793,749 24,457,849
 

 

EDINET提出書類

株式会社ケア２１(E05353)

四半期報告書

10/20



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年11月１日
　至 平成29年７月31日)

売上高 16,654,211 18,556,755

売上原価 13,009,957 14,605,421

売上総利益 3,644,253 3,951,333

販売費及び一般管理費 3,471,469 3,348,421

営業利益 172,783 602,912

営業外収益   

 受取利息 11,013 11,400

 受取配当金 5,619 6,602

 補助金収入 44,827 12,493

 持分法による投資利益 1,329 1,147

 その他 8,768 10,702

 営業外収益合計 71,558 42,347

営業外費用   

 支払利息 157,331 197,256

 その他 7,950 4,543

 営業外費用合計 165,281 201,800

経常利益 79,060 443,459

特別利益   

 投資有価証券売却益 ― 512,183

 固定資産売却益 1,186 3,561

 特別利益合計 1,186 515,744

特別損失   

 固定資産除却損 203 37

 固定資産売却損 118 ―

 特別損失合計 321 37

税金等調整前四半期純利益 79,924 959,167

法人税等 40,903 327,683

四半期純利益 39,021 631,483

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） ― △159

親会社株主に帰属する四半期純利益 39,021 631,643
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年11月１日
　至 平成29年７月31日)

四半期純利益 39,021 631,483

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 252,055 △151,379

 その他の包括利益合計 252,055 △151,379

四半期包括利益 291,076 480,103

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 291,076 480,263

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― △159
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年11月１日　至　平成29年７月31日）

 (1) 連結の範囲の重要な変更
　当第３四半期連結会計期間において、株式会社かがやく学び舎を新たに設立したため、連結の範囲に含めてお
ります。

 (2) 変更後の連結子会社の数
 ８社

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年11月１日　至　平成29年７月31日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当

該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
 

 

(追加情報)

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書）

従来、販売費及び一般管理費として計上していた物件関係費（地代家賃、減価償却費、水道光熱費）および人件費

（給料及び手当、賞与引当金繰入額、賞与等）の一部を、第１四半期連結会計期間から売上原価へと表示区分を変更

することといたしました。この変更は、費用収益の対応をより明確にするとともに、予実管理をさらに精緻化するた

めに、費用の発生態様、売上高との関連を見直した結果によるものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の組替を行っておりま

す。この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」として表示

していた561,225千円は、「売上原価」として組み替えております。

　

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれん償却額は、次

のとおりであります。

 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

 （自　平成27年11月１日 （自　平成28年11月１日

 至　平成28年７月31日） 至　平成29年７月31日）
 

　減価償却費  539,070千円 624,081千円

　のれん償却額 6,014千円 5,372千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年11月１日　至　平成28年７月31日）

　 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年1月28日
定時株主総会

普通株式 128,785 55 平成27年10月31日 平成28年１月29日 利益剰余金
 

　(注) 「配当金の総額」には連結子会社への配当(持分相当額)を含んでおります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年11月１日　至　平成29年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年1月27日
定時株主総会

普通株式 137,315 60 平成28年10月31日 平成29年１月30日 利益剰余金
 

 

　　２．株主資本の著しい変動

平成29年１月27日開催の当社定時株主総会において、資本金の額633,365,000円のうち、533,365,000円をその他

資本剰余金へ振り替えることが承認可決され、平成29年３月８日にその効力が発生したため、同日付で資本金の額

が100,000,000円に減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年11月１日 至 平成28年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

在宅系
介護事業

施設系
介護事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 6,268,703 8,034,483 14,303,186 2,351,024 16,654,211 ― 16,654,211

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― 539,957 539,957 △539,957 ―

計 6,268,703 8,034,483 14,303,186 2,890,981 17,194,168 △539,957 16,654,211

セグメント利益 1,048,432 38,705 1,087,137 44,618 1,131,756 △1,052,695 79,060
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人材の教育事業、介護人材の紹介・派遣事業、

機能訓練型デイサービス事業、給食事業、障がい児通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業等の各事業を

含んでおります。

　　 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年11月１日 至 平成29年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

在宅系
介護事業

施設系
介護事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 6,579,295 9,621,462 16,200,758 2,355,996 18,556,755 ― 18,556,755

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― 662,582 662,582 △662,582 ―

計 6,579,295 9,621,462 16,200,758 3,018,579 19,219,337 △662,582 18,556,755

セグメント利益 1,013,155 262,086 1,275,242 115,348 1,390,591 △947,131 443,459
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人材の教育事業、介護人材の紹介・派遣事業、

機能訓練型デイサービス事業、給食事業、障がい児通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業、就労移行支

援型事業等の各事業を含んでおります。

　　 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
至 平成28年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年11月１日
至 平成29年７月31日)

１株当たり四半期純利益金額 16円81銭 278円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 39,021 631,643

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

39,021 631,643

普通株式の期中平均株式数(株) 2,320,197 2,265,150
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２９年９月１４日

株　式　会　社　ケ　ア　２　１

取　締　役　会　御　中

Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人

 

 指定社員
業務執行社員

公認会計士　山　　本　　眞　　吾　　印

   

 指定社員
業務執行社員

公認会計士　柴　　田　　　　　篤　　印

   

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケア２

１の平成２８年１１月１日から平成２９年１０月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９年５

月１日から平成２９年７月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年１１月１日から平成２９年７月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケア２１及び連結子会社の平成２９年７月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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